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　2　わが国の会計制度
　わが国における会計は、これまで金融商品取引法、会社法、法人税法の 3 つの法律によっ











































































　このような状況を踏まえ、中小企業庁は平成 22 年 2 月に「中小企業会計に関する研究会」
を設置する一方、ASBJ は同年 3 月に「非上場会社の会計基準に関する懇談会」を設置する
ことになった。それぞれにおいて中小企業（非上場会社）の会計に関する検討が行われ、平
成 22 年 8 月に「非上場会社の会計基準に関する懇談会報告書」が、同年 9 月に「中小企業の
会計に関する研究会中間報告書」が公表された。この 2 つの報告書の基本的な方向性は一致
しているものと認められる。この報告書を受け、中小企業庁と金融庁の共同で、平成 23 年 2

















公表された「中小会社の会計のあり方に関する研究報告」（平成 15 年 6 月）は、シングル・スタンダー
ドの立場をとっている（長岡勝美（2004）、pp.10 － 11）。
５ 　武田隆二編（2006b）、pp.52 － 54。





































の原則」については総論 4 で取り扱われ、「正規の簿記の原則」は総論 8 で記帳の重要性の観
点から示されている。
　中小会計要領では、「『正規の簿記の原則』と『真実性の原則』の位置づけにも注目する必





































成 23 年度会社標本調査」によると、非同族会社が 78,382 社であり、特定同族会社と同族会











14 　国税庁「平成 23 年度分会社標本調査－調査結果報告－税務統計から見た法人企業の実態」
　　http://www.nta.go.jp/kohyo/tokei/kokuzeicho/kaishayohon2011/pdf/h23.pdf
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　　表 1　書類開示を求めた主体
（出所 ）中小企業庁「平成 22 年度中小企業の会計に関する実態調査事業　集計・分析結果【報告書】」
　　 http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/kaikei/2011/download/0823kaikei_enquete-1.pdf を基に筆者作成。
　また、多くの中小企業では経理に携わる人材も限られている。表 2 で示されているとおり、



























2 人～ 5 人 29.1％
6 人～ 10 人 0.9％

























　また、法人税法第 74 条第 1 項は、「確定した決算に基づき次に掲げる事項を記載した申告
書を提出しなければならない。」と規定し、確定した決算とは、会社法に基づく計算書類に














































































































それがある債権がないためが 34.1%、その他が 6.1% という内訳である。






























（同規則 5 条 3 項）を行えばよいと考えられるが、法人税法上の償却限度額の計算規定（法人
税法 31 条 1 項、法人税法施行令 48 条）に従って行われることがほとんどである。このことは、
棚卸資産に係る売上原価等の計算（法人税法 29 条 1 項、法人税法施行令 28 条）、資産の評価









税法 2 条 1 項 25 号）ことである。
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